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登別市福祉のまちづくり条例（案）  

 

市民一人ひとりが住み慣れた地域で、互いの人格と個性を尊重しながら、共に生きると

いう意識は、まちづくりの基本です。 

子どもから高齢者まで、障がいのある人もない人も、女性も男性も、そして登別を訪れ

る人も、共に支え合う地域社会を目指し、差別や偏見のないぬくもりある福祉社会を築き

上げることが私たち市民の願いです。 

しかし、私たちの住む地域社会における課題としては、少子高齢化や核家族化の進展及 

び価値観や生活様式の多様化等による人と人とのつながりの希薄化、経済情勢の低迷や雇 

用環境の悪化等による経済的な不安や社会保障に対する不安等が挙げられます。 

このような様々な課題に対応していくためには、行政による対象者ごとの公的サービス

に加え、市民一人ひとりが人権と価値観を尊重して思いやりの心を持ち、地域で何らかの

支援が必要な人たちを市と市民との協働により支え合う仕組みをつくり、市民誰もが自分

らしい生活を送ることができる心の通い合う地域社会を築いていくことが求められます。 

そのためには、市は、現状と将来を見据えて、福祉教育の充実や交流の促進等によりノ

ーマライゼーション理念の普及啓発を図るとともに、福祉を支える人材や組織の養成及び

財源確保等に努める必要があります。一方、市民は、地域に関心を持ち、地域のことを知

り、地域で支え合う活動を行うことが必要となります。 

私たちは、このような考え方に立って、それぞれの役割を自覚し、共に力を合わせて福

祉のまちづくりに取り組むため、この条例を制定します。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、福祉のまちづくりに関し、その基本理念及び基本的事項を定めると

ともに、市民、事業者及び市の役割を明らかにすることにより、福祉のまちづくりを市

民、事業者及び市が協働で推進し、市民誰もが安心して暮らすことができる地域社会を

築くことを目的とする。 

 （基本理念） 

第２条 福祉のまちづくりの基本理念は、次に掲げるものとし、市民、事業者及び市は、

この理念に基づき、協働して福祉のまちづくりの推進に努めなければならない。 

（１）市民は、地域社会の一員として尊重され、生涯を通じて自らの尊厳を保ち、互いに

認め合いながら自立していくよう努めなければならない。 

（２）事業者は、地域社会の一員として自己の能力を発揮し、互いに協力して、誰もが安

心して暮らすことができる地域社会の実現に努めなければならない。 

（３）市は、誰もが安心して暮らすことができる地域社会の実現のため、公平性及び公益

性に重きを置き、必要な施策を総合的かつ効果的に実施するよう努めなければならな

い。 
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（４）市民、事業者及び市は、行動を妨げる偏見等の心理的障壁や建物等における物理的

障壁の除去に取り組み、市民が自らの意思で自由に行動し、社会参加できる環境づく

りの推進に努めなければならない。 

（定義） 

第３条 この条例において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）福祉のまちづくり すべての市民が互いの人権と価値観を尊重し、地域社会の一員

として自己の能力を発揮することにより、共に支え合い助け合いながら自立した生活

を送ることができ、自らの意思で地域社会づくりに参加し、誰もが安全に安心して暮

らし、又は訪れることができるまちづくりをいう。 

（２）市民 市内に在住し、若しくは通勤若しくは通学する個人又は団体をいう。 

（３）事業者 市内に事務所又は事業所を有する法人又は個人をいう。 

（４）障がい者、高齢者等 障がい者、高齢者、妊産婦その他の日常生活又は社会生活に

おいて制限を受ける者をいう。 

（５）公共的施設 病院、百貨店、ホテル、飲食店、学校、共同住宅、道路、公園その他

の多数の者の利用に供する施設で北海道福祉のまちづくり条例施行規則（平成９年北

海道規則第１４４号）別表第１に定めるものをいう。 

（６）公共的車両等 一般旅客の用に供する鉄道の車両、自動車、航空機等で次に掲げる

公共的車両等をいう。 

ア 鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成１３年国土交通省令第１５１号）

第２条第１２号に規定する旅客車 

イ 軌道法施行規則（大正１２年内務省・鉄道省令）第９条第１項第１７号（ロ）に

規定する客車 

ウ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅

客自動車運送事業の用に供する自動車 

エ 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する

自動車 

オ 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第５項に規定する一般旅客定期

航路事業の用に供する旅客船 

カ 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第１７項に規定する定期航空運送事

業の用に供する航空機のうち旅客の運送の用に供する飛行機 

（７）公共的工作物 信号機、バスの停留所、案内標識及び公衆電話所をいう。 

（８）公共的施設等 公共的施設、公共的車両等、公共的工作物及び住宅（共同住宅を除

く。）をいう。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、一人ひとりがまちづくりの主体であることを自覚し、福祉のまちづくり

について理解を深め、積極的に取り組むとともに、互いに協力して福祉のまちづくりに
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寄与するよう努めなければならない。 

２ 市民は、生涯を通じて自らの尊厳を保ち、互いを尊重しながら、自立していくよう努 

めなければならない。 

３ 市民は、誰もが安全かつ円滑に公共的施設等を利用することを妨げてはならない。 

４ 市民は、市が実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければな

らない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、地域社会の一員であることを自覚

し、事業者としての専門性を活かして福祉のまちづくりに積極的に取り組むとともに、

互いに協力して福祉のまちづくりに寄与するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、自ら設置し、又は管理する公共的施設等について、すべての人が安全かつ

容易に利用できるよう、その整備に努めなければならない。 

３ 事業者は、市が実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

 （市の責務） 

第６条 市は、市民及び事業者の参加と協力のもとに、公平性及び公益性に重きを置き、

福祉のまちづくりに関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するよう努めな

ければならない。 

２ 市は、福祉のまちづくりに関する施策に、市民及び事業者の意見を反映するよう努め

なければならない。 

３ 市は、市民及び事業者の福祉のまちづくりに関する活動に対し、必要に応じて支援及

び協力するよう努めなければならない。 

４ 市は、自ら設置し、又は管理する公共的施設等について、すべての人が安全かつ容易

に利用できるよう、その整備に努めなければならない。 

５ 市は、福祉のまちづくりのために広域的な取組を必要とする施策について、国及び北

海道その他の地方公共団体（以下この項において「国及び北海道等」という。）と連携

して、その推進に努めるとともに、必要に応じて国及び北海道等に対し、制度の改善そ

の他必要な措置を要請するものとする。 

 （施策の基本方針） 

第７条 市は、次に掲げる基本方針に基づき、果たすべき責務を認識し、福祉のまちづく

りに関する施策を総合的かつ計画的に推進するよう努めるものとする。 

（１）市民一人ひとりが地域社会の一員として尊重され、自己の能力を発揮し、共に支え

合い助け合って、誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進 

（２）市民一人ひとりが自立し、自由に社会参加することができるまちづくりの推進 

（３）市民及び事業者がその果たすべき責務を認識し、自主的かつ積極的に参画すること

ができるまちづくりの推進 
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（４）市民、事業者及び市が互いに協力及び連携し、一体となったまちづくりの推進 

 （情報の提供） 

第８条 市は、市民及び事業者が福祉のまちづくりに関して理解を深め、自発的に活動す

ることを促進するため、必要な情報及び学習機会の提供に努めるものとする。 

２ 市は、市民及び事業者と連携し、福祉のまちづくりに関する情報共有に努めるものと

する。 

 （推進体制の整備） 

第９条 市は、市民及び事業者と互いに協力及び連携し、福祉のまちづくりを推進するた

めの体制を整備するものとする。 

 （財政上の措置） 

第１０条 市は、福祉のまちづくりを推進するために、必要な財政上の措置を講ずるよう

努めるものとする。 

 （意識の啓発） 

第１１条 市は、すべての市民が互いの人権を尊重し、思いやりのある福祉の心の醸成及

びノーマライゼーション理念の浸透が図られるよう、地域福祉を推進する団体と連携し、

啓発に努めるものとする。 

２ 市民及び事業者は、支え合いの大切さを理解し、自らきずな意識を高めるよう努める

ものとする。 

（福祉教育の充実） 

第１２条 市は、幼児教育、学校教育、社会教育等の機会を通じて、思いやりのある福祉

の心を育むために、地域福祉を推進する団体と連携し、福祉教育の充実に努めるものと

する。 

２ 市民及び事業者は、福祉活動を実践するために、福祉教育に積極的に参加するよう努

めるものとする。 

 （交流の促進） 

第１３条 市民、事業者及び市は、互いを尊重しながら、福祉のまちづくりに関して理解

を深められるよう、多様な交流の促進に努めるものとする。 

２ 市は、市民及び事業者が交流を通じて福祉活動の大切さを理解し、福祉活動を実践で

きるよう、必要な情報及び機会の提供に努めるものとする。 

 （男女共同参画社会の形成） 

第１４条 市民、事業者及び市は、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）

の基本理念に基づき、社会のあらゆる分野において男女共同参画社会の形成促進に努め

るものとする。 

 （就業機会の促進） 

第１５条 事業者及び市は、障がい者、高齢者等がその能力に応じ、就業の機会が得られ、

その職業の安定が図られるよう、必要な支援に努めるものとする。 
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２ 事業者及び市は、障がい者の雇用機会を確保するとともに、職場環境の整備を図り、

その雇用の安定に努めるものとする。 

３ 事業者及び市は、高齢者が自らの豊富な知識及び経験を活用して生きがいをもって 

 暮らせるよう、就業機会の提供に努めるものとする。 

４ 事業者及び市は、女性と男性の平等な雇用機会を確保するとともに、職場待遇の改善 

等により、職業生活の充実が図られるよう努めるものとする。 

（防災上の相互支援） 

第１６条 市民、事業者及び市は、互いに協力及び連携して、障がい者、高齢者等の災害

時の安全確保に努めるものとする。 

２ 市は、災害に備えて防災意識の啓発を行うとともに、市民及び事業者と連携し、障が

い者、高齢者等に配慮した支援体制づくりに努めるものとする。 

（防犯活動の推進） 

第１７条 市民、事業者及び市は、市民が安心して日常生活を送ることができるよう、互

いに協力及び連携して、防犯活動の推進に努めるものとする。 

２ 市は、防犯意識の啓発を行うとともに、安全な生活環境づくりに努めるものとする。 

 （人権擁護意識の啓発等） 

第１８条 市民、事業者及び市は、誤解、偏見、理解不足等から生じる差別をなくすため、

互いに連携して、人権擁護意識の啓発に努めるものとする。 

２ 市民、事業者及び市は、人権擁護の意識を高め、児童又は障がい者、高齢者等へのい

じめ又は虐待、配偶者等からの暴力等の人権侵害を未然に防止するよう努めるものと

する。 

３ 市は、児童又は障がい者、高齢者等へのいじめ又は虐待、配偶者等からの暴力等の人

権侵害の発生に際しては、関係機関と連携して情報共有を図り、適切に対応するよう努

めるものとする。 

 （地域福祉の推進） 

第１９条 市は、福祉のまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、こ

の条例の理念をもとに、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の地域福祉

計画を定めなければならない。 

２ 市は、市民及び事業者と協働して、地域福祉計画を策定しなければならない。 

３ 市は、地域福祉計画を策定したときは、当該計画を公表しなければならない。 

４ 市は、地域福祉計画について、その進捗状況を検証しなければならない。 

 （地域福祉計画に定める基本的事項） 

第２０条 市は、地域福祉計画において社会福祉法第１０７条に定めるもののほか、次に

掲げる事項を定めるものとする。 

（１）子育てに関すること。 

（２）健康増進に関すること。 
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（３）障がい者福祉に関すること。 

（４）高齢者福祉に関すること。 

（５）男女共同参画に関すること。 

（６）安全・安心な生活に関すること。 

（７）その他市長が特に必要と認めるもの 

 （委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 


